
改正男女雇用機会均等法

（求職活動等におけるセクシュアルハラスメント対策）について

令和８年９月３日

厚生労働省 熊本労働局
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１．はじめに ～求職活動等におけるセクシュアルハラスメントとその発生状況～

２．法改正の概要

３．求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関して事業主が

講ずべき措置

４．あかるい職場応援団（ハラスメント対策の情報サイト）

【本日の説明内容】



はじめに～求職活動等におけるセクシュアルハラスメントとは？～
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〇 労働者：正社員、パート労働者、契約社員等非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労働者のすべて

派遣労働者

〇 求職活動等：求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活動

（SNS等のオンラインを介したものやオンライン上で行われるものも含まれる）

（例） 企業の採用面接への参加、 企業の就職説明会への参加、 企業の雇用する労働者（OB・OG）への訪
問、 インターンシップへの参加、教育実習、看護実習等の実習の受講

〇 性的な言動：性的な内容の発言および性的な行動

➢ 性的な内容の発言：性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報を意図的に流布すること 等

➢ 性的な行動：性的な関係を強要すること、必要なく身体に触ること、わいせつな図画を配布すること 等

「求職活動等におけるセクシュアルハラスメント」 とは

事業主が雇用する労働者による「性的な言動」により求職者等の求職活動等が阻害されるもの
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求職者等セクハラの典型例

例えば、以下のような行為が求職者等セクハラに該当します。

求職者に対し、面接で「恋人はいるのか」と質問した
り、オンライン面接時に「全身を見せて」と言う。

求職者に対し、採用の見返りに不適切な関係を迫り、
これを断ると、「うちの会社には絶対入社させない」と不
採用にする。

インターンシップ中に食事やデートにしつこく誘う。 インターン中の学生に対し、性的な質問をくり返し行う。
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求職者等セクハラの発生状況

◼ 就職活動中・インターンシップ中の学生に対するセクハラ発生状況（就活等セクハラの行為者）

就活等セクハラの行為者として、インターンシップ中では、

インターン先で知り合った従業員（47.4%）が最も

多い。

厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和5年度）。本調査では「就活等セクハラ」という用語を使用。以降のページも同様。

インターンシップ中以外では、大学のOB・OG訪問を
通して知り合った従業員（38.3%）が最も多く、次
いで学校・研究室等へ訪問した従業員、リクルーター
（37.0％）が多い。

【インターンシップ中】 【インターンシップ以外の就職活動中】

（対象:インターンシップ中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=228）） （対象:インターンシップ以外の就職活動中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=235））
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求職者等セクハラの発生状況

◼ インターンシップ以外の就職活動中にセクハラを受けた場面

インターンシップ中以外の就職活動中にセクハラを受けた場面としては、リクルーターと会った

とき（32.8%）が最も多く、次いで内々定を受けた後（26.0%）が多い。

（対象:インターンシップ以外の就職活動中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=235））

厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和5年度）
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求職者等セクハラの発生状況

◼ 受けたセクハラの内容

セクハラの内容として、インターンシップ中では、性的な
冗談やからかい（38.2%）が最も多く、次いで食事
やデートへの執拗な誘い（35.1％）が多い。

インターンシップ中以外では、食事やデートへの執拗な

誘い（33.2%）が最も多い。

【インターンシップ中】 【インターンシップ以外の就職活動中】

（対象:インターンシップ中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=228）） （対象:インターンシップ以外の就職活動中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=235））

厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和5年度）
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求職者等セクハラの発生状況

◼ セクハラを受けたことによる心身への影響

インターンシップ中とインターンシップ中以外の両場面で怒りや不満、不安などを感じた、就職活動に対する意欲が減
退した、眠れなくなったが上位３つを占める。

【インターンシップ中】 【インターンシップ以外の就職活動中】

（対象:インターンシップ中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=228）） （対象:インターンシップ以外の就職活動中に就活等セクハラを受けたと回答した者（n=235））

厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和5年度）
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求職者等セクハラの発生状況

令和5年度 「職場のハラスメントに関する実態調査報告書」（厚生労働省）によると、令和2年度～令和4年度卒

業で就職活動（転職を除く）又はインターンシップを経験した男女の中で、インターンシップ中にセクハラを一度以上受け
たと回答した人の割合は 30.1%、インターンシップ以外の就職活動中に受けた人の割合は、31.9％。

３～４人に１人はインターンシップ中、又は就職活動中にセクハラを受けたと回答

事業主の皆様には、関係法令の改正を受けて求職者等に対するセクシュアルハラスメント

に対して取組を進めていただく必要があります。



２．法改正の概要
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ハラスメント対策強化に向けた改正のポイント

カスタマーハラスメントや、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止措置の義務化
施行日：令和８年１０月１日

①カスタマーハラスメント対策の義務化
《カスタマーハラスメントとは》 以下の３つの要素を満たすもの

(1) 顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う言動

(2) 社会通念上許容される範囲を超えた言動

(3)  労働者の就業環境を害すること

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の義務化

○ 求職者等（就職活動中の学生、インターンシップ生等）に対しても、セクシュアルハラスメントを防止するための必要な措置を講じることを義務化

《セクシュアルハラスメントとは》 ※既存の法律による定義

(1) 職場において、労働者の意に反する性的な言動が行われ、それに対して拒否・抵抗などをしたことで、労働者が解雇、降格、減給などの不利益を受け
ること（対価型）

(2) 職場において行われる労働者の意に反する性的な言動により労働者の就業環境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が生じるなど
労働者が就業する上で見過ごすことができない程度の支障が生じること（環境型）

《具体的な措置の内容》

(1) 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 （例：面談等を行う際のルールをあらかじめ定めておくこと等）
(2) 相談体制の整備・周知

(3) セクシュアルハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応（例：相談への対応、被害者への謝罪等）

(4) (1)~(3)と併せて相談者・行為者等のプライバシー保護、事実関係の確認等に協力した方への不利益取扱いの禁止 等

○ 対策を講じる際には、消費者の権利等を阻害しないよう、また、障害者差別解消法の合理的配慮の提供義務を遵守する必要があること

○ 自社の労働者がカスタマーハラスメントの行為者になった場合、その取引先等の事業主が講じる、事実確認等の措置の実施に関して必要な協力が求めら
れた際には、事業主はこれに応じるよう努めること



３．求職活動等における性的な言動に起因する問題に

関して雇用管理上講ずべき措置等に関する指針
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事業主が雇用管理上講ずべき措置

１．事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

２．相談や苦情に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

３．事後の迅速かつ適切な対応

４．併せて講ずべき措置

求職活動等におけるセクシュアルハラスメントへの対応
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１．事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

⚫ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントの内容

⚫ 求職活動等におけるセクシュアルハラスメントはあってはならない旨の方針

⚫ 性別役割分担意識に基づく言動が発生の原因や背景となり得ること

⚫ 性的な言動を行った者を厳正に対処する旨の方針及び対処内容を就業規則等に規定

全ての労働者に周知・啓発

就業規則 パンフレット 研修 社内HP

⚫ 求職活動等に関するルールをあらかじめ明確化し、労働者及び求職者等への周知・啓発
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２．相談（苦情含む）に応じ適切に対応するために必要な体制整備

⚫ 相談への対応のための窓口をあらかじめ定める

⚫ 相談窓口担当者が、相談に対し適切に対応できるようにする

求職者等に周知・啓発

パンフレット 社内HP

⚫ 相談担当者をあらかじめ定める

⚫ 相談に対応するための制度を設ける

⚫ 外部の機関に相談への対応を委託

相談窓口対応例

⚫ 内容や状況に応じて、窓口担当者と関係部門との連携

の仕組みの構築

⚫ 相談対応マニュアルに基づく対応

⚫ 相談対応についての研修

対応例

求職者等に周知・啓発
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３．事後の迅速かつ適切な対応

０１ ０２

０３ ０４

事実関係を迅速かつ正確に確認すること

窓口担当者等が相談者及び行為者とされる者双方か

ら事実関係を確認

事実関係の確認が困難な場合などにおいては、調停

申請を行うなど第三者機関に紛争処理を委ねる

事実関係の確認ができた場合、被害者に対する

配慮措置

被害者と行為者を引き離す

行為者の謝罪

人事担当者による被害者への相談対応等

行為者に対する措置を適正に行う 再発防止に向けた措置

規定等に基づき、行為者に対して必要な懲戒その他

の措置を講じる

方針や対処方針等を改めて配布

意識啓発のための研修、講習等の実施



４．併せて講ずべき措置

プライバシー保護措置

措置の例

⚫ 相談者・行為者等のプライバシー保護のために必要な事

項をマニュアル等に定め、窓口担当者が相談を受けた際

には、マニュアルに基づき対応

⚫ 相談窓口担当者への研修

⚫ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要

な措置を講じていることを広報・啓発資料に掲載し、社

内に配布、社外に発信等

解雇等その他不利益な取扱いを

されない旨を定める

措置の例

⚫ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書

に規定

⚫ 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発の

ための資料等に記載

労働者、求職者等に周知
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事業主の望ましい取組

⚫ 大学生等が所属する教育機関等の関係者からの情報提供があった場合には、連携・対応
⚫ 求職者等から事業に関係を有する者（顧客・取引の相手・利用者）によるセクシュアルハラスメントの相談を受けた場合には、必要に応じた
適切な対応

求職活動等におけるセクシュアルハラスメントに関して◆

求職活動等におけるパワーハラスメントに類する行為等に関して◆

⚫ 労働者の求職者等に対する言動についても必要な注意を払うよう配慮
⚫ 事業主自らと労働者も、言動等について必要な注意を払う
⚫ 求職活動等におけるパワーハラスメントに類する行為等についても同様の方針を示す
⚫ 求職者等から相談があった場合には、必要に応じて適切な対応を行うよう努める
⚫ 性的指向・ジェンダーアイデンティティに関する侮辱的言動を行うこと、機微な個人情報について了解を得ずに暴露すること等について適切に対
応する



４．あかるい職場応援団
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ハラスメント対策総合情報サイト「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
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ハラスメント対策総合情報サイト「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
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ハラスメント防止に関する周知例、就
業規則の規定例などを掲載しています。
ぜひご覧ください！



23

ご静聴ありがとうございました。
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